
 

１．独立行政法人環境再生保全機構の目的の改正 

 独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）の目的に、研究機関の能
力を活用して行う環境の保全に関する研究及び技術開発に係ることを追加する。 
 

２．業務の範囲の改正 

    機構の業務に、以下のものを追加する。 

① 大学、国立研究開発法人その他の研究機関の能力を活用して行うことにより
その効果的な実施を図ることができる環境の保全に関する研究及び技術開発
を行うこと。 

② ①に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

③ 環境の保全に関する研究及び技術開発に関し、助成金の交付を行うこと。 
 

３．守秘義務規定の新設 

 機構の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、２．①から③までに掲げ
る業務に係る職務に関して知ることのできた秘密を漏らし、又は盗用してはならな
いこととするとともに、違反者についての罰則を設ける。 

法律案の概要 

  環境研究・技術開発は、持続可能な社会の構築に
不可欠なグリーン・イノベーションの基礎を成すもので
あり、環境研究・技術開発の効果的な推進方策を提
示した、平成27年の中央環境審議会答申においても、

研究成果の最大化や効率的な運営体制の構築が求
められている。 
 

  また、研究開発力強化法（平成20年法律第63号）等

においても、競争的資金を含む公募型研究開発に係
る業務の独立行政法人への移管などを通じて、弾力
的な運用等その効率的な運用を図ることが求められ
ている。 
 

  このため、環境省本省で行っている競争的資金であ
る環境研究総合推進費の配分業務等を、独立行政法
人環境再生保全機構に行わせることで、複数年度に
わたる契約の締結を可能にする等、環境研究総合推
進費の効率的・効果的な推進を図る。 

※改正法の施行期日 平成28年10月１日（予定） 

環境の保全に関する研究及び技術開発を効率的・効果的に推進するため、当該研究
及び技術開発の実施及び助成に係る業務を独立行政法人環境再生保全機構の業務の
範囲に追加するとともに、役職員に係る守秘義務規定の整備等の措置を講ずる。 

独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正する法律案の概要 
（予算関連法案） 

背 景 

COP 

※我が国の地球温暖化影響の推定を行い、
温暖化対策の中期目標の設定に貢献。 

※PM2.5の飛来予測精度を向上。 

＜主な、研究開発事例＞ 

※大量排出が見込まれる廃太陽電池の 
 リサイクルの低コスト化に貢献。 


